
1 

 

総社市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和４年３月３１日 

 

                                         総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第１３号 

 

総社市税条例等の一部を改正する条例 

 

（総社市税条例の一部改正） 

第１条 総社市税条例（平成１７年総社市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条，項及び号の表示に下線が引かれた条，項及び号（以下「移動条項等」という。）に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表

示に下線が引かれた項及び号（以下「移動後項号」という。）が存在する場合には，当該移動条項等を当該移動後項号とし，移動条項等に対応する移動後

項号が存在しない場合には，当該移動条項等（以下「削除条号」という。）を削り，移動後項号に対応する移動条項等が存在しない場合には，当該移動後

項号（以下「追加項号」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項及び号の表示並びに削除条号を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（項及び号の表示並びに追加項号を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正

部分に対応する改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加え

る。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（納税証明書の交付手数料） 

第１８条の４ 法第２０条の１０に規定する納税証明書の交付（法第３８２

条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交

付を含む。）の手数料は，総社市手数料条例（平成１７年総社市条例第５

９号）の定めるところによる。ただし，道路運送車両法第９７条の２に規

定する証明書については，手数料を徴しない。 

２ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第３３条 略 

２及び３ 略 

 

（納税証明書の交付手数料） 

第１８条の４ 法第２０条の１０に規定する納税証明書の交付手数料は，総

社市手数料条例（平成１７年総社市条例第５９号）の定めるところによる。

ただし，道路運送車両法第９７条の２に規定する証明書については，手数

料を徴しない。 

 

２ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第３３条 略 

２及び３ 略 
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改 正 後 改 正 前 

４ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確

定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に

定める事項の記載があるときは，当該特定配当等に係る所得の金額につい

ては，適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 略 

６ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確

定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その

他施行規則に定める事項の記載があるときは，当該特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の金額については，適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３４条の９ 所得割の納税義務者が，第３３条第４項に規定する確定申告

４ 前項の規定は，特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属

する年度分の特定配当等申告書（市民税の納税通知書が送達される時まで

に提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に特

定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の

記載があるとき（特定配当等申告書にその記載がないことについてやむを

得ない理由があると市長が認めるときを含む。）は，当該特定配当等に係

る所得の金額については，適用しない。ただし，第１号に掲げる申告書及

び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれらの申

告書に記載された事項その他の事情を勘案して，この項の規定を適用しな

いことが適当であると市長が認めるときは，この限りではない。 

(１) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

(２) 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に

掲げる申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申

告書に限る。） 

５ 略 

６ 前項の規定は，特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の

４月１日の属する年度分の特定株式等譲渡所得金額申告書（市民税の納税

通知書が送達される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下こ

の項において同じ。）に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関す

る事項その他施行規則に定める事項の記載があるとき（特定株式等譲渡所

得金額申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると

市長が認めるときを含む。）は，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得

の金額については，適用しない。ただし，第１号に掲げる申告書及び第２

号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に

記載された事項その他の事情を勘案して，この項の規定を適用しないこと

が適当であると市長が認めるときは，この限りではない。 

(１) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

(２) 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に

掲げる申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申

告書に限る。） 

 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３４条の９ 所得割の納税義務者が，第３３条第４項に規定する特定配当
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改 正 後 改 正 前 

書に記載した特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定配

当等の額について法第２章第１節第５款の規定により配当割額を課され

た場合又は同条第６項に規定する確定申告書に記載した特定株式等譲渡

所得金額に係る所得の金額の計算の基礎となった特定株式等譲渡所得金

額について同節第６款の規定により株式等譲渡所得割額を課された場合

には，当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分の３を乗じて得た

金額を，第３４条の３及び前３条の規定を適用した場合の所得割の額から

控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除する

ことができなかった金額があるときは，当該控除することができなかった

金額は，令第４８条の９の３から第４８条の９の６までに定めるところに

より，同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還

付し，又は当該納税義務者の同項の確定申告書に係る年の末日の属する年

度の翌年度分の個人の県民税若しくは市民税に充当し，若しくは当該納税

義務者の未納に係る徴収金に充当する。 

３ 略 

 

（市民税の申告） 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は，３月１５日までに，施

行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければなら

ない。ただし，法第３１７条の６第１項又は第４項の規定により給与支払

報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日

現在において給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有しなか

ったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保険

料控除額（令第４８条の９の７に規定するものを除く。），小規模企業共

済等掛金控除額，生命保険料控除額，地震保険料控除額，勤労学生控除額，

配偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万

円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規

定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下

であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除

く。）若しくは法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額の控除又は

これらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除，法第３１３条第

等申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった

特定配当等の額について法第２章第１節第５款の規定により配当割額を

課された場合又は同条第６項に規定する特定株式等譲渡所得金額申告書

に記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算の基礎とな

った特定株式等譲渡所得金額について同節第６款の規定により株式等譲

渡所得割額を課された場合には，当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割

額に５分の３を乗じて得た金額を，第３４条の３及び前３条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除する

ことができなかった金額があるときは，当該控除することができなかった

金額は，令第４８条の９の３から第４８条の９の６までに定めるところに

より，同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還

付し，又は当該納税義務者の同項の申告書に係る年度分の個人の県民税若

しくは市民税に充当し，若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収金に充

当する。 

３ 略 

 

（市民税の申告） 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は，３月１５日までに，施

行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければなら

ない。ただし，法第３１７条の６第１項又は第４項の規定により給与支払

報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日

現在において給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有しなか

ったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保険

料控除額（令第４８条の９の７に規定するものを除く。），小規模企業共

済等掛金控除額，生命保険料控除額，地震保険料控除額，勤労学生控除額，

配偶者特別控除額（所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控

除対象配偶者に係るものを除く。）若しくは法第３１４条の２第４項に規

定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費

控除額の控除，法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除，同条

第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第３４条

の７の規定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控除
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改 正 後 改 正 前 

８項に規定する純損失の金額の控除，同条第９項に規定する純損失若しく

は雑損失の金額の控除若しくは第３４条の７の規定により控除すべき金

額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けよ

うとするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有し

なかった者」という。）及び第２４条第２項に規定する者（施行規則第２

条の２第１項の表の上欄の（二）に掲げる者を除く。）については，この

限りでない。 

２ 前項の規定により申告書を市長に提出すべき者のうち，前年の合計所得

金額が基礎控除額，配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下である者

（施行規則第２条の２第１項の表の上欄に掲げる者を除く。）が提出すべ

き申告書の様式は，施行規則第２条第３項ただし書の規定により，市長の

定める様式による。 

３～９ 略 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」

という。）で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」

という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに，施行規則

で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当該給与支

払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

(１) 略 

(２) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定

する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受

けるもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該当するものを除き，

合計所得金額が１３３万円以下であるものに限る。次条第１項において

同じ。）の氏名 

(３) 略 

(４) 略 

２～５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

額」という。）の控除を受けようとするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかった者」という。）及び第２４条第２

項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の（二）に掲げる

者を除く。）については，この限りでない。 

 

 

 

２ 前項の規定により申告書を市長に提出すべき者のうち，前年の合計所得

金額が基礎控除額，配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下である者

（施行規則第２条の２第１項の表の上欄に掲げる者を除く。）が提出すべ

き申告書の様式は，施行規則第２条第４項ただし書の規定により，市長の

定める様式による。 

３～９ 略 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」

という。）で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」

という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに，施行規則

で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当該給与支

払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

(１) 略 

 

 

 

 

 

 

(２) 略 

(３) 略 

２～５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 
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改 正 後 改 正 前 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける

者であって，特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等

（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）

に係る所得を有する者であって，合計所得金額が９５万円以下であるもの

に限る。）をいう。第２号において同じ。）又は扶養親族（控除対象扶養

親族であって退職手当等に係る所得を有しない者を除く。）を有する者（以

下この条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有する

ものは，当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１

項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払

者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに，

施行規則で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当

該公的年金等支払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

(１) 略 

(２) 特定配偶者の氏名 

(３) 略 

(４) 略 

２～５ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第４８条 略 

２～８ 略 

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定法人である内国法人は，第１

項の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の

申告については，同項の規定にかかわらず，同条第６２項及び施行規則で

定めるところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次

項及び第１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条

第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地

方税共同機構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法

より市長に提供することにより，行わなければならない。 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける

者であって，扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者（以下こ

の条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するもの

は，当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に

規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」

という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに，施

行規則で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当該

公的年金等支払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

(１) 略 

 

(２) 略 

(３) 略 

２～５ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第４８条 略 

２～８ 略 

９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人である内国法人は，第１

項の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の

申告については，同項の規定にかかわらず，同条第６０項及び施行規則で

定めるところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次

項及び第１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条

第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地

方税共同機構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法

より市長に提供することにより，行わなければならない。 
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改 正 後 改 正 前 

１０～１４ 略 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１

条の８第７１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に

行う第９項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，

当該内国法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限

りでない。 

１６ 略 

 

（市民税の減免） 

第５１条 略 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は，納期限までに

次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

３ 略 

 

（特別徴収税額の納入の義務等） 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は，退職手当等の支払をする際，その

退職手当等について分離課税に係る所得割を徴収し，その徴収の日の属す

る月の翌月の１０日までに，施行規則第５号の８様式又は施行規則第２条

第３項ただし書の規定により総務大臣が定めた様式による納入申告書を

市長に提出し，及びその納入金を市に納入しなければならない。 

 

（固定資産税の減免） 

第７１条 略 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は，納期限ま

でに，次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由

を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(５) 略 

３ 略 

 

（固定資産課税台帳の閲覧の手数料） 

１０～１４ 略 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１

条の８第６９項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に

行う第９項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，

当該内国法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限

りでない。 

１６ 略 

 

（市民税の減免） 

第５１条 略 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は，納期限前７日

までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を

証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

３ 略 

 

（特別徴収税額の納入の義務等） 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は，退職手当等の支払をする際，その

退職手当等について分離課税に係る所得割を徴収し，その徴収の日の属す

る月の翌月の１０日までに，施行規則第５号の８様式又は施行規則第２条

第４項ただし書の規定により総務大臣が定めた様式による納入申告書を

市長に提出し，及びその納入金を市に納入しなければならない。 

 

（固定資産税の減免） 

第７１条 略 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は，納期限前

７日までに，次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとす

る事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(５) 略 

３ 略 

 

（固定資産課税台帳の閲覧の手数料） 
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第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳（同条第１項

ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧（法第３８２条

の４に規定する固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたもの

の閲覧を含む。）の手数料は，１回につき３００円とする。ただし，法第

４１６条第３項又は第４１９条第８項の規定により公示した期間におい

て納税義務者の閲覧に供する場合にあっては，手数料を徴しない。 

２ 略 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数料） 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記載され

ている事項の証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の交付（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付を含む。）の手数料は，証明書１枚ごとに３０

０円とする。 

２ 略 

 

（種別割の減免) 

第８９条 略 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期限まで

に，当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲

げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添

付し，これを市長に提出しなければならない。 

(１)～(８) 略 

３ 略 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 

第９０条 略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期限

までに，市長に対して，身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

第１５条の規定により交付された身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法

（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を

受けている者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては，戦

傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」という。），

厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下この項にお

いて「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳の閲覧の手

数料は，１回につき３００円とする。ただし，法第４１６条第３項又は第

４１９条第８項の規定により公示した期間において納税義務者の閲覧に

供する場合にあっては，手数料を徴しない。 

 

 

２ 略 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数料） 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記載され

ている事項の証明書の交付手数料は，証明書１枚ごとに３００円とする。 

 

 

 

２ 略 

 

（種別割の減免) 

第８９条 略 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期限前７日

までに，当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号

に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類

を添付し，これを市長に提出しなければならない。 

(１)～(８) 略 

３ 略 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 

第９０条 略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期限

前７日までに，市長に対して，身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第１５条の規定により交付された身体障害者手帳（戦傷病者特別援

護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交

付を受けている者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあって

は，戦傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」という。），

厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下この項にお

いて「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法
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律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神障

害者保健福祉手帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規定によ

り交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若しくは

身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時

介護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」という。）

を提示するとともに，次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必

要とする理由を証明する書類を添付して，提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 

３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期

限までに，市長に対して，当該軽自動車等の提示（市長が，当該軽自動車

等の提示に代わると認める書類の提出がある場合には，当該書類の提出）

をするとともに，前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出し

なければならない。 

４ 略 

 

（特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ 略 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は，納期

限までに，次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

３ 略 

 

   附 則 

 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分の個人の

市民税に限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平

成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和７年までの各年で

ある場合に限る。）において，前条第１項の規定の適用を受けないときは，

法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用さ

れる場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を，当該納税義

律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神障

害者保健福祉手帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規定によ

り交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若しくは

身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時

介護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」という。）

を提示するとともに，次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必

要とする理由を証明する書類を添付して，提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 

３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は，納期

限前７日までに，市長に対して，当該軽自動車等の提示（市長が，当該軽

自動車等の提示に代わると認める書類の提出がある場合には，当該書類の

提出）をするとともに，前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を

提出しなければならない。 

４ 略 

 

（特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ 略 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は，納期

限前７日までに，次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けよう

とする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

３ 略 

 

   附 則 

 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和１５年度までの各年度分の個人の

市民税に限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平

成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和３年までの各年で

ある場合に限る。）において，前条第１項の規定の適用を受けないときは，

法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用さ

れる場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を，当該納税義
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務者の第３４条の３及び第３４条の６の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２ 略 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合は

５分の４とする。 

３ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３３項に規定する市町村の条例で定める割合は２

分の１とする。 

１５ 法附則第１５条第３９項に規定する市町村の条例で定める割合は３

務者の第３４条の３及び第３４条の６の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２ 略 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定める割合は

４分の３とする。 

３ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３０項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合は２

分の１とする。 

１５ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は３
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改 正 後 改 正 前 

分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は４

分の３とする。 

１７ 略 

１８ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 

２～７ 略 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第１０項

の熱損失防止改修等専有部分について，これらの規定の適用を受けようと

する者は，同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から

３月以内に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 

(５) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項に

規定する補助金等 

(６) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告書

を提出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

９ 略 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分につい

て，これらの規定の適用を受けようとする者は，法附則第１５条の９第９

項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に，次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 

(５) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条第３１項に

規定する補助金等 

(６) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した後に申告書

を提出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

分の２とする。 

 

 

１６ 略 

１７ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 

２～７ 略 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第１０項の

熱損失防止改修専有部分について，これらの規定の適用を受けようとする

者は，同条第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以

内に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規

定する補助金等 

(６) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を

提出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 

９ 略 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅

又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について，こ

れらの規定の適用を受けようとする者は，法附則第１５条の９第９項に規

定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に，次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３１項に規

定する補助金等 

(６) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を

提出する場合には，３月以内に提出することができなかった理由 
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１１ 略 

 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅地

等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下この条において同じ。）に１００分の５（商業地等に

係る令和４年度分の固定資産税にあっては，１００分の２．５）を乗じて

得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の

固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」

という。）を超える場合には，当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２～５ 略 

 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３ 略 

２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」とい

う。）に係る配当所得に係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が前年

分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条

第１項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

 

 

 

 

 

１１ 略 

 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅地

等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下この条において同じ。）に１００分の５を乗じて得た

額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の固定

資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」と

いう。）を超える場合には，当該宅地等調整固定資産税額とする。 

 

２～５ 略 

 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１６条の３ 略 

２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」とい

う。）に係る配当所得に係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が当該

特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属す

る年度分の市民税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につ

き前項の規定を受けようとする旨の記載のある第３３条第４項に規定す

る特定配当等申告書を提出した場合（次に掲げる場合を除く。）に限り適

用するものとし，市民税の所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべ

き特定上場株式等の配当等に係る配当所得について同条第１項及び第２

項並びに第３４条の３の規定の適用を受けた場合には，当該納税義務者が
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改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

３ 略 

 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に

係る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 略 

２ 略 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合において，所得割

の納税義務者が，その有する土地等につき，租税特別措置法第３３条から

第３３条の４まで，第３４条から第３５条の３まで，第３６条の２，第３

６条の５，第３７条，第３７条の４から第３７条の６まで又は第３７条の

８の規定の適用を受けるときは，当該土地等の譲渡は，第１項に規定する

優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定優良住宅地等予定地

のための譲渡に該当しないものとみなす。 

 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の２ 略 

２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用

を受けようとする旨の記載があるときに限り，適用する。 

 

 

 

 

 

 

前年中に支払を受けるべき他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得

について，前項の規定は，適用しない。 

(１) 第３３条第４項ただし書の規定の適用がある場合 

(２) 第３３条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２号に掲げる申告

書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された事

項その他の事情を勘案して，前項の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるとき。 

３ 略 

 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に

係る市民税の課税の特例） 

第１７条の２ 略 

２ 略 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合において，所得割

の納税義務者が，その有する土地等につき，租税特別措置法第３３条から

第３３条の４まで，第３４条から第３５条の３まで，第３６条の２，第３

６条の５，第３７条，第３７条の４から第３７条の６まで，第３７条の８

又は第３７条の９の規定の適用を受けるときは，当該土地等の譲渡は，第

１項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定優良

住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の２ 略 

２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月

１日の属する年度分の特例適用配当等申告書（市民税の納税通知書が送達

される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において

同じ。）に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（特

例適用配当等申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。）に限り，適用する。ただし，第１号に

掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合にお

けるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，同項後段

の規定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りで
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５ 略 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の３ 略 

２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用

を受けようとする旨の記載があるときに限り，適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 略 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合

（第３項後段の規定の適用がある場合を除く。）における第３４条の９の

規定の適用については，同条第１項中「又は同条第６項」とあるのは「若

しくは附則第２０条の３第３項前段に規定する条約適用配当等（以下「条

約適用配当等」という。）に係る所得が生じた年分の所得税に係る同条第

４項に規定する確定申告書にこの項の規定の適用を受けようとする旨及

び当該条約適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合

であって，当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条

約適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税法，法人税法及

ない。 

(１) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

(２) 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に

掲げる申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申

告書に限る。） 

５ 略 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の３ 略 

２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月

１日の属する年度分の条約適用配当等申告書（市民税の納税通知書が送達

される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において

同じ。）に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（条

約適用配当等申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。）に限り，適用する。ただし，第１号に

掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合にお

けるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，同項後段

の規定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りで

ない。 

(１) 第３６条の２第１項の規定による申告書 

(２) 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に

掲げる申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申

告書に限る。） 

５ 略 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合

（第３項後段の規定の適用がある場合を除く。）における第３４条の９の

規定の適用については，同条第１項中「又は同条第６項」とあるのは「若

しくは附則第２０条の３第３項前段に規定する条約適用配当等（以下「条

約適用配当等」という。）に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属す

る年度分の同条第４項に規定する条約適用配当等申告書にこの項の規定

の適用を受けようとする旨及び当該条約適用配当等に係る所得の明細に

関する事項の記載がある場合（条約適用配当等申告書にこれらの記載がな

いことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）で
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び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税

条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１項の規定及び法第２章

第１節第５款の規定により配当割額を課されたとき，又は第３３条第６

項」と，同条第３項中「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実施特

例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用される法第３７

条の４」とする。 

 

あって，当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条約

適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税法，法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第

１節第５款の規定により配当割額を課されたとき，又は第３３条第６項」

と，同条第３項中「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実施特例法

第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用される法第３７条の

４」とする。 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第

７条の３の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」と

あるのは「令和１６年度」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染

症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第７

条の３の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあ

るのは「令和１７年度」と，「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

 

 

（総社市税条例及び総社市税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 総社市税条例及び総社市税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例（令和３年総社市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

  第１条を次のように改める。 

 

（総社市税条例の一部改正） 

第１条 総社市税条例（平成１７年総社市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動項号」という。）に対応する同表の改正後の欄中条，項及び号の表示に下

線が引かれた条，項及び号（以下「移動後条項等」という。）が存在する場合には，当該移動項号を当該移動後条項等とし，移動項号に対応する移動後条

項等が存在しない場合には，当該移動項号（以下「削除項号」という。）を削り，移動後条項等に対応する移動項号が存在しない場合には，当該移動後条

項等（以下「追加条項等」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び削除項号を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた

部分（項の表示及び追加条項等を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する

改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 
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改 正 後 改 正 前 

 

（個人の市民税の非課税の範囲） 

第２４条 略 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち，前年

の合計所得金額が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族（年齢

１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）

の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加算した金額（その者

が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に１６万８，

０００円を加算した金額）以下である者に対しては，均等割を課さない。 

 

（寄附金税額控除） 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１項第

１号及び第２号に掲げる寄附金又は所得税法第７８条第２項第２号及び

第３号に掲げる寄附金（同条第３項の規定により特定寄附金とみなされる

ものを含む。）並びに租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１

条の１８の２第２項に規定する特定非営利活動に関する寄附金のうち，次

の各号に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合には，同項に規定する

ところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定

する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては，当該控除すべき金額

に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」という。）

をその者の第３４条の３及び前条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。この場合において，当該控除額が当該所得割の額

を超えるときは，当該控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個人の市民税の非課税の範囲） 

第２４条 略 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち，前年

の合計所得金額が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数

に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加算した金額（その者が同

一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に１６万８，００

０円を加算した金額）以下である者に対しては，均等割を課さない。 

 

 

（寄附金税額控除） 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１項第

１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支

出した場合には，同項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義

務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場

合にあっては，当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下こ

の項において「控除額」という。）をその者の第３４条の３及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合におい

て，当該控除額が当該所得割の額を超えるときは，当該控除額は，当該所

得割の額に相当する金額とする。 

 

 

 

(１) 所得税法第７８条第２項第２号及び第３号に掲げる寄附金（同条第３

項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）並びに租税特別

措置法第４１条の１８の２第２項に規定する特定非営利活動に関する

寄附金のうち，次に掲げるもの 

ア 県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体に対する寄附金 

イ 公益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号）第２条第１項の

規定により岡山県知事又は岡山県教育委員会の許可を受けた同法第

１条に規定する公益信託の信託財産とするために支出した金銭 

ウ ア及びイに掲げるもののほか，岡山県税条例（昭和２９年岡山県条
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改 正 後 改 正 前 

 

(１) 県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体に対する寄附金（当該

事務所又は事業所において収納されたものに限る。） 

 (２) 公益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号）第２条第１項の規

定により岡山県知事又は岡山県教育委員会の許可を受けた同法第１条

に規定する公益信託の信託財産とするために支出した金銭 

 (３) 前２号に掲げるもののほか，岡山県税条例（昭和２９年岡山県条例第

３７号）の規定により岡山県知事が指定した寄附金 

２ 略 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の２ 略 

２及び３ 略 

４ 給与所得者は，第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に経由

すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２において準用する令第８条

の２の２に規定する要件を満たす場合には，施行規則で定めるところによ

り，当該申告書の提出に代えて，当該給与支払者に対し，当該申告書に記

載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定めるものをいう。次条

第４項及び第５３条の９第３項において同じ。）により提供することがで

きる。 

５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける

者であって，特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等

（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）

に係る所得を有する者であって，合計所得金額が９５万円以下であるもの

に限る。）をいう。第２号において同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未

満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者

例第３７号）の定めるところにより岡山県知事が指定した寄附金 

 

 

 

 

 

 

 

２ 略 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の２ 略 

２及び３ 略 

４ 給与所得者は，第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に経由

すべき給与支払者が所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄

税務署長の承認を受けている場合には，施行規則で定めるところにより，

当該申告書の提出に代えて，当該給与支払者に対し，当該申告書に記載す

べき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって施行規則で定めるものをいう。次条第４

項において同じ。）により提供することができる。 

 

５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける

者であって，特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等

（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）

に係る所得を有する者であって，合計所得金額が９５万円以下であるもの

に限る。）をいう。第２号において同じ。）又は扶養親族（控除対象扶養

親族であって退職手当等に係る所得を有しない者を除く。）を有する者（以
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改 正 後 改 正 前 

に限る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由すべき所得税

法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条にお

いて「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに，施行規則で定めるところにより，次に掲げる事項

を記載した申告書を，当該公的年金等支払者を経由して，市長に提出しな

ければならない。 

(１)～(４) 略 

２及び３ 略 

４ 公的年金等受給者は，第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべ

き公的年金等支払者が令第４８条の９の７の３において準用する令第８

条の２の２に規定する要件を満たす場合には，施行規則で定めるところに

より，当該申告書の提出に代えて，当該公的年金等支払者に対し，当該申

告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

５ 略 

 

（特別徴収税額） 

第５３条の８ 第５３条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る所得

割の額は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に掲げる税額と

する。 

(１) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定による申

告書（以下この条，次条第２項及び第３項並びに第５３条の１０第１項

において「退職所得申告書」という。）に，その支払うべきことが確定

した年において支払うべきことが確定した他の退職手当等で既に支払

がされたもの（次号及び次条第１項において「支払済みの他の退職手当

等」という。）がない旨の記載がある場合 その支払う退職手当等の金

額について第５３条の３及び第５３条の４の規定を適用して計算した

税額 

(２) 略 

２ 略 

（退職所得申告書） 

第５３条の９ 略 

２ 略 

下この条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有する

ものは，当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１

項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払

者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに，

施行規則で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当

該公的年金等支払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

 

(１)～(４) 略 

２及び３ 略 

４ 公的年金等受給者は，第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべ

き公的年金等支払者が所得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地

の所轄税務署長の承認を受けている場合には，施行規則で定めるところに

より，当該申告書の提出に代えて，当該公的年金等支払者に対し，当該申

告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

５ 略 

 

（特別徴収税額） 

第５３条の８ 第５３条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る所得

割の額は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に掲げる税額と

する。 

(１) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定による申

告書（以下この条，次条第２項及び第５３条の１０第１項において「退

職所得申告書」という。）に，その支払うべきことが確定した年におい

て支払うべきことが確定した他の退職手当等で既に支払がされたもの

（次号及び次条第１項において「支払済みの他の退職手当等」という。）

がない旨の記載がある場合 その支払う退職手当等の金額について第

５３条の３及び第５３条の４の規定を適用して計算した税額 

 

(２) 略 

２ 略 

（退職所得申告書） 

第５３条の９ 略 

２ 略 
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改 正 後 改 正 前 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は，退職所得申告書の提出の際に

経由すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８において準用

する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には，施行規則で定め

るところにより，当該退職所得申告書の提出に代えて，当該退職手当等の

支払をする者に対し，当該退職所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法

により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については，

同項中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事

項を」と，「支払をする者に受理されたとき」とあるのは「支払をする者

が提供を受けたとき」と，「受理された時」とあるのは「提供を受けた時」

とする。 

 

（環境性能割の税率） 

第８１条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環境

性能割の税率は，当該各号に定める率とする。 

(１) 法第４５１条第１項（同条第４項又は第５項において準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の１ 

(２) 法第４５１条第２項（同条第４項又は第５項において準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の２ 

(３) 略 

 

   附 則 

 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 当分の間，市民税の所得割を課すべき者のうち，その者の前年の所

得について第３３条の規定により算定した総所得金額，退職所得金額及び

山林所得金額の合計額が，３５万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親

族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加算した金

額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に

３２万円を加算した金額）以下である者に対しては，第２３条第１項の規

定にかかわらず，市民税の所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を課

さない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境性能割の税率） 

第８１条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環境

性能割の税率は，当該各号に定める率とする。 

(１) 法第４５１条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定の適用を受けるもの １００分の１ 

(２) 法第４５１条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定の適用を受けるもの １００分の２ 

(３) 略 

 

   附 則 

 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 当分の間，市民税の所得割を課すべき者のうち，その者の前年の所

得について第３３条の規定により算定した総所得金額，退職所得金額及び

山林所得金額の合計額が，３５万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親

族の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加算した金額（その

者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に３２万円

を加算した金額）以下である者に対しては，第２３条第１項の規定にかか

わらず，市民税の所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 
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２及び３ 略 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限

り，法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４条の２

の規定による控除については，その者の選択により，同条中「同条第１項」

とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と，「まで」とあるのは「ま

で並びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法

第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として，同条の規

定を適用することができる。 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 略 

３ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

２及び３ 略 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税に限

り，法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４条の２

の規定による控除については，その者の選択により，同条中「同条第１項」

とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と，「まで」とあるのは「ま

で並びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法

第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として，同条の規

定を適用することができる。 

 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 

２ 略 

３ 法附則第１５条第３０項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第３０項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第３０項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３０項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３０項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第３０項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第３０項第３号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第３号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３０項第３号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 
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１３ 法附則第１５条第３０項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合は２

分の１とする。 

 

 

１５ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１６ 略 

１７ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 

 （平成３０年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

第１０条の４ 法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受けようとする者は，当該年度の初日の属す

る年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出

しなければならない。 

 (１) 納税義務者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては，住所及び氏名又は名称）並び

に当該納税義務者が令附則第１２条の５第１項第３号から第５号まで

又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場合にあっては，同

条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは第２号に掲

げる者との関係 

 (２) 法附則第１６条の３第１項に規定する被災住宅用地の上に平成３０

年度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 

 (３) 当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の３第１項（同条第

２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項において準用す

る場合を含む。）の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の

規定の適用を受けようとする土地を法第３４９条の３の２第１項に規

定する家屋の敷地の用に供する土地として使用することができない理

由 

１３ 法附則第１５条第３４項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は２

分の１とする。 

１５ 法附則第１５条第４１項に規定する市町村の条例で定める割合は０

とする。 

１６ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３

分の２とする。 

１７ 略 

１８ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

第１０条の３ 略 
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 (４) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

２ 法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の規定の適用を受ける土地に係る令和３年度分及び令和４年度分の固定

資産税については，第７４条の規定は適用しない。 

３ 法附則第１６条の３第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項に

おいて「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分の申出

は，同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この項において「特

定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が毎年１月３１日までに

次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならな

い。 

 (１) 代表者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては，住所及び氏名又は名称） 

 (２) 特定被災共用土地の所在，地番，地目及び地積並びにその用途 

 (３) 特定被災共用土地に係る法附則第１６条の３第３項に規定する被災

区分所有家屋の所在，家屋番号，種類，構造及び床面積並びにその用途 

 (４) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定被

災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合 

 (５) 法附則第１６条の３第３項の規定により按分する場合に用いられる

割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

４ 法附則第１６条の３第９項の規定により特定被災共用土地とみなされ

た特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に係る

固定資産税額の按分の申出については，前項中「特定被災共用土地納税義

務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と，「特定被災共用土地の」

とあるのは「特定仮換地等の」と，「特定被災共用土地に」とあるのは「特

定仮換地等に対応する従前の土地である特定被災共用土地に」とする。 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 略 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価

値を有すると認められる地域において地価が下落し，かつ，市長が土地の

修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格をい

う。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 略 

（令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価

値を有すると認められる地域において地価が下落し，かつ，市長が土地の

修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格をい

う。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課
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税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に対して課する

固定資産税の課税標準は，第６１条の規定にかかわらず，令和４年度分又

は令和５年度分の固定資産税に限り，当該土地の修正価格（法附則第１７

条の２第１項に規定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録され

たものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令和４

年度類似適用土地であって，令和５年度分の固定資産税について前項の規

定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は，第６１条の規定にかかわらず，修正された価格（法附則

第１７条の２第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳

等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅地

等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下この条において同じ。）に１００分の５を乗じて得た

額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては，前年度分の固定

資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」と

いう。）を超える場合には，当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和５年

度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固定資産税額が，当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗

税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に対して課する

固定資産税の課税標準は，第６１条の規定にかかわらず，令和元年度分又

は令和２年度分の固定資産税に限り，当該土地の修正価格（法附則第１７

条の２第１項に規定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録され

たものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令和元

年度類似適用土地であって，令和２年度分の固定資産税について前項の規

定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は，第６１条の規定にかかわらず，修正された価格（法附則

第１７条の２第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳

等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，当該宅

地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２

の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下この条において同じ。）に１００分の５を乗じて得た

額を加算した額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）

を超える場合には，当該宅地等調整固定資産税額とする。 

 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成３０年度から令和２年

度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固定資産

税額が，当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは，当該額にこれらの規定に定
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じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額を超える場合には，同項の規

定にかかわらず，当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和５年

度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固定資産税額が，当該

宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額に満たない場合には，同項の規定にか

かわらず，当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７

以下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は，第１項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，前年度分の固

定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）

とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるも

のに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は，

第１項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「商業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

 

（用途変更宅地等に係る税負担の調整措置の特例） 

める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額を超える場合に

は，同項の規定にかかわらず，当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成３０年度から令和２年

度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固定資産

税額が，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額に満たない場合には，同項

の規定にかかわらず，当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７

以下のものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定資

産税の額は，第１項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度分の固

定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，前年度分の

固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）

とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるも

のに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定資産税の額

は，第１項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

 

（用途変更宅地等に係る税負担の調整措置の特例） 
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第１２条の３ 地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附

則第１４条第１項の規定に基づき，令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税については，法附則第１８条の３の規定は適用しないこ

ととする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の特例） 

第１３条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は，当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該農地に係

る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは，当

該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。以下この項にお

いて同じ。）に，当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の

区分に応じ，同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度

分の固定資産税にあっては，前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該

農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額（この条において以下「農地調整固定資産税額」と

いう。）を超える場合には，当該農地調整固定資産税額とする。 

 略 

 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等

（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の

３，第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用がある宅地等を除く。）に対して課する令和３年度から令和５年度ま

での各年度分の特別土地保有税については，第１３７条第１号及び第１４

０条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とある

のは「当該年度分の固定資産税に係る附則第１２条第１項から第５項まで

に規定する課税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成

１８年１月１日から令和６年３月３１日までの間にされたものに対して

課する特別土地保有税については，第１３７条第２号中「不動産取得税の

課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべ

第１２条の３ 地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）

附則第２条の規定に基づき，平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税については，法附則第１８条の３の規定は適用しないことと

する。 

（農地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

第１３条 農地に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該農地に

係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるとき

は，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）に，当該

農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ，同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（この

条において以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には，

当該農地調整固定資産税額とする。 

 

 略 

 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等

（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の

３，第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用がある宅地等を除く。）に対して課する平成３０年度から令和２年度

までの各年度分の特別土地保有税については，第１３７条第１号及び第１

４０条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあ

るのは「当該年度分の固定資産税に係る附則第１２条第１項から第５項ま

でに規定する課税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成

１８年１月１日から令和３年３月３１日までの間にされたものに対して

課する特別土地保有税については，第１３７条第２号中「不動産取得税の

課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべ
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き価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に

おける課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」と

し，「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「令第５４条

の３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３～５ 略 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項又は第５項において

準用する場合を含む。）に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに限

る。以下この条において同じ。）に対しては，当該三輪以上の軽自動車の

取得が令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間（附則第１

５条の６第３項において「特定期間」という。）に行われたときに限り，

第８０条第１項の規定にかかわらず，軽自動車税の環境性能割を課さな

い。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の２の２ 略 

２ 岡山県知事は，当分の間，前項の規定により行う軽自動車税の環境性能

割の賦課徴収に関し，三輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第

２項又は第３項において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項

若しくは第２項（これらの規定を同条第４項又は第５項において準用する

場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうかの

判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当

該判断をするものとする。 

３及び４ 略 

 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する

当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次

項から第８項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月か

ら起算して１４年を経過した月の属する年度以降の年度分の軽自動車税

の種別割に係る第８２条の規定の適用については，当分の間，次の表の左

き価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に

おける課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」と

し，「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「令第５４条

の３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３～５ 略 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下こ

の条において同じ。）に対しては，当該三輪以上の軽自動車の取得が令和

元年１０月１日から令和３年３月３１日までの間（附則第１５条の６第３

項において「特定期間」という。）に行われたときに限り，第８０条第１

項の規定にかかわらず，軽自動車税の環境性能割を課さない。 

 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の２の２ 略 

２ 岡山県知事は，当分の間，前項の規定により行う軽自動車税の環境性能

割の賦課徴収に関し，三輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第

２項において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第

２項（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用

を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは，国

土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣

の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

３及び４ 略 

 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する

当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次

項から第５項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月か

ら起算して１４年を経過した月の属する年度以降の年度分の軽自動車税

の種別割に係る第８２条の規定の適用については，当分の間，次の表の左
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改 正 後 改 正 前 

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 略 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車

に対する第８２条の規定の適用については，当該軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 

 

 略 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項

第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条において「ガソリン軽自

動車」という。）のうち三輪以上のものに対する第８２条の規定の適用に

ついては，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自

動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

 

 

 略 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車の

うち三輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する

第８２条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 

 

 略 

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 略 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車

に対する第８２条の規定の適用については，当該軽自動車が平成３１年４

月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和２

年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

 略 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項

第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソ

リン軽自動車」という。）のうち三輪以上のものに対する第８２条の規定

の適用については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和

２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年

度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 略 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車の

うち三輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する

第８２条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４

月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車

が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

 略 



27 

 

改 正 後 改 正 前 

５ 略 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車

（自家用の乗用のものを除く。）に対する第８２条の規定の適用について

は，当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割

に限り，当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種

別割に限り，第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽自

動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用につ

いては，当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動

車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和

５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年

度分の軽自動車税の種別割に限り，第３項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽自

動車（前項の規定の適用を受けるものを除き，営業用の乗用のものに限

る。）に対する第８２条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車

が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソ

リン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に

限り，第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，三輪以上の

軽自動車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける三輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等

（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２及び３ 略 

５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，三輪以上の

軽自動車が前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける三輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等

（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２及び３ 略 
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改 正 後 改 正 前 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第２６条 略 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染

症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第７

条の３の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあ

るのは「令和１７年度」と，「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第２６条 略 

 

 

附則を次のように改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は，令和３年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

（１）第１条中総社市税条例附則第６条の改正規定 令和４年１月１日 

（２）第１条中総社市税条例第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに同条例附則第５条第１項の改正規定並びに次条第３項の規定 

令和６年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の総社市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３の２第４項の規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に行う同項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し，施行日前に行った第１条の規定に

よる改正前の総社市税条例（次項において「旧条例」という。）第３６条の３の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき

事項の提供については，なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第４項の規定は，施行日以後に行う新条例第３６条の３の２第４項に規定する電磁的方法による新条例第３６条の３の３第４

項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し，施行日前に行った旧条例第３６条の３の２第４項に規定する電磁的方法による旧条例第３

６条の３の３第４項に規定する申告書に記載すべき事項の提供については，なお従前の例による。 

３ 新条例第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項並びに附則第５条第１項の規定は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，令和

５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し，令和２年度分

までの固定資産税については，なお従前の例による。 

２ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３月３１日までの期間（以下「適用期間」という。）内に地方税法等の一部

を改正する法律（令和３年法律第７号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第４１項に規定する中小事業者

等（以下「中小事業者等」という。）が取得（同項に規定する取得をいう。以下同じ。）をした同項に規定する機械装置等（以下「機械装置等」という。）



29 

 

（中小事業者等が，同項に規定するリース取引（以下「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業を行う者が適用

期間内に取得をした同項に規定する先端設備等に該当する機械装置等を，適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機械装置等を

含む。）に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は，施行日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割

について適用し，施行日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については，なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は，令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和２年度分までの軽自動車税

の種別割については，なお従前の例による。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

（１）第１条中総社市税条例第３６条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第３６条の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第７

条の３の２第１項及び第１７条の２第３項の改正規定並びに同条例附則第２６条を削る改正規定並びに第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規

定並びに附則第３条第１項及び第２項の規定 令和５年１月１日 

（２）第１条中総社市税条例第３３条第４項及び第６項，第３４条の９第１項及び第２項，第３６条の２第１項ただし書及び第２項並びに第５３条の７の

改正規定並びに同条例附則第１６条の３第２項，第２０条の２第４項並びに第２０条の３第４項及び第６項の改正規定並びに第２条（総社市税条例及

び総社市税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例（令和３年総社市条例第１９号）附則第２条第３項の改正規定に限る。）の規定並びに附

則第３条第３項の規定 令和６年１月１日 

（３）第１条中総社市税条例第１８条の４第１項の改正規定，同条例第７３条の２第１項の改正規定（「固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）及び同条例第７３条の３第１項の改正規定（「事項の証明書」の次に「（同条ただ

し書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）並びに次条並びに附則第４条第３項及び第４項の規定 民法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第２４号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の総社市税条例第１８条の４第１項（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係る部分に

限る。）の規定は，同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第２０条の１０の規定による証明書の交付について適用する。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の総社市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３の２第１項の規定は，附則第１条第１号に掲げる規定の施行の

日（以下この項及び次項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき第３６条の３の２第１項に規定する給与について提出する同項及び同

条第２項に規定する申告書について適用し，１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の総社市税条例（次項において「旧条例」とい

う。）第３６条の３の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は，１号施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）について提出する新条例第３６条の３

の３第１項に規定する申告書について適用し，１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３第１項に規定する

申告書については，なお従前の例による。 
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３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の総社市税条例の規定中個人の市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し，令和３年度分

までの固定資産税については，なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前

の地方税法附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

３ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の総社市税条例第７３条の２第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は，同号に掲げ

る規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の２の規定による固定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲

覧について適用する。 

４ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の総社市税条例第７３条の３第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は，同号に掲げ

る規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の３の規定による証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用す

る。 


